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送信された電子メールサイズの頻度モデルの改良

松原 義継1,2,a) 武藏 泰雄3,b)

概要：とある大学の電子メール送信サーバで処理された電子メールサイズの頻度分布を説明するためのモデ
ルに改良を施した．既存モデルでは頻度分布に表れるべき則の説明を重視したのに対して，本モデルでは
そのべき則に加え頻度分布のより正確な形を説明可能にした．改良モデルは，ラプラス分布の形を参考に，
テキスト/HTML形式メール用および画像等の添付ファイル付きメール用の分布式を用意し，それらを組み
合わせた．今回のモデルと観測データとの相関係数を算出したところ，その値は 1に近いことを確認した．

キーワード：電子メールサイズ，べき則分布

Improvements of frequency distribution model of e-mail sizes processed
in e-mail sending servers

Matsubara Yoshitsugu1,2,a) Musashi Yasuo3,b)

Abstract: Previously, we proposed a power-law distribution model to explain the frequency of e-mail sizes
obtained from two e-mail servers in the university campus network. The model focuses on the power-law
distribution and it can explain the principal fluctuations. We propose an improved model to explain the fre-
quency of that. The improved model can moreover explain the details of the frequency, and the correlation
coefficient between the observed data is close to 1.
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1. はじめに

現代社会において重要な通信媒体の１つであるインター

ネットについて，その構造やデータの流量の動的性質を

研究対象とする動きがある [1–6]．インターネット上のコ

ミュニケーションツールの 1つである電子メールの動的性

質に関しても，例えば送信間隔に見出されるべき則に従う

相関等の報告がある [7–11]．
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電子メールの動的性質に関する報告の中に，電子メール

送信サーバにリクエストされた電子メールのサイズの頻度

分布を分析したものがある [12]．その頻度分布形からは電

子メールのサイズおよびそのサイズを有する電子メールの

頻度との間にべき則の関係があることを示している．

文献 [13]では，その頻度分布を説明するためのモデルの

提案が行われている．そのモデルは，言語学における一文

の長さの頻度分布に関する研究成果を電子メールへ拡張し

たものである．その拡張の内容は，(1)画像や音声等の文

章ではない情報の長さを扱っていること，(2)頻度分布の

領域をサイズの小さい領域 (平文・HTML形式メール)と

大きい領域 (画像・音声等の添付ファイル付きメール)の 2

領域に分割して考えたこと，である．そのモデルでは，電

子メールのサイズが大きくなるに従い頻度分布形がべき則

に従うことが説明可能である．電子メールのサイズの頻度

分布に関する先行研究は，我々の知りうる限り，これら２
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つの文献のみである．

本論では，文献 [13]で提案された電子メールサイズの頻

度分布モデルの改良型を提案する．そのモデルの特徴の 1

つである頻度分布の領域の 2分割は，平文・HTML形式

メールのサイズと添付ファイル付きメールのサイズが重な

る可能性を考慮されていない．さらに，そのモデルはべき

則の説明を重視していることから，電子メールサイズの小

さい領域での頻度分布形を説明できているとは言い難い．

本論で提案するモデルでは，べき則を説明可能な上に，こ

れら 2点についても説明可能である．併せて，本論で提案

するモデルに基づく頻度分布形と実際の頻度分布形との間

の相関係数値が 1に近いことも示す．

2. 観測データに基づく頻度分布の作成

本論で扱う電子メールサイズの頻度分布形は，文献 [13]

で扱われた，佐賀大学の学内ネットワーク内端末群から同

大学総合情報基盤センターにてサービス中である電子メー

ル送信サーバに送信され処理された電子メールを基にして

いる．その送信サーバで処理可能な電子メール 1通のサイ

ズの上限値は 10メガバイト [MB]である．佐賀大学で運用

されている電子メール送信サーバは，教職員用および主に

学生が利用する教育用の 2種類である．それらのログファ

イルの期間は，教職員用は 2009年 4月 1日から 2013年 3

月 31日までの 5年間分，教育用は 2008年 4月 1日から

2013年 3月 31日までの 6年間分である．分析に用いる頻

度分布は，ログファイルを教職員用および教育用にそれぞ

れ分け，分けたログファイルを年度単位でさらに小分けし，

小分けされたログファイルを基に 1キロバイト単位での頻

度で集計することにより作成された．

作成した各頻度分布を図 1(教職員用) および図 2(教育

用)にそれぞれ示す．両図内での表記 ‘AY’ は 学年度 (aca-

demic year) の略記である．各図の縦軸は電子メールサイ

ズの頻度を該当年度の電子メール総数で割った値，横軸は

電子メールサイズ (キロバイト単位)である．両軸とも対数

化されており，s = 0での値が表されていないことに注意

である．図中の各青点は実際の値を表す．赤線は図全体の

傾きを表している．傾きは青点全体を最小二乗法でフィッ

ティングすることで得られている．全体の傾きが分かるよ

うに赤線の引かれている位置は全体的に上にずらしている．

図 1および図 2に描かれている各年度の分布は，一部に

形の歪みを読み取れるが，その大きな形は直線的であるよ

うに読み取れる．両図中の各頻度分布は両対数グラフであ

り，両対数グラフ上で直線的であることは，その頻度分布

の形はべき則に従っていることを意味している．

3. 改良モデルの内容

図 1および図 2内の各頻度分布に対して，以下に説明す

る改良モデルは良好なフィッティングを示すことが分かっ

た．改良モデルは これら頻度分布図では表されていない

s = 0 での頻度もフィッティングしてる．

p(s) =
1

a0 + a1

{ a0
C0

exp{−| ln(s+ 1)− lnµ0|
σ0

}

+
a1
C1

exp{−| ln(s+ 1)− lnµ1|
σ1

}
} (1)

ここで，sは電子メールサイズ (≥ 0 step 1[KB])，p(s) [0, 1]

は サイズ s の頻度の割合である．式 1内の各変数である

µ0, σ0, µ1, σ1 の値は µ0 > 0, σ0 > 0, µ1 > 0, σ1 > 0, a0 >

0, a1 > 0 の実数である．C0, C1 はそれぞれ

C0 =

smax∑
s=0

exp{−| ln(s+ 1)− lnµ0|
σ0

} (2)

C1 =

smax∑
s=0

exp{−| ln(s+ 1)− lnµ1|
σ1

}. (3)

である．式 2および式 3内の smaxは，電子メールサーバが

処理可能な電子メールサイズの最大値である．もし smax

の値が無制限ならば，両式中の smaxの表記は∞に置き換
わる．

式 1の第一項目は 平文・HTML形式メールの場合の頻

度分布，第二項目は PDFファイル・画像ファイル等のファ

イル添付がある場合の頻度分布に対応する．電子メールサ

イズ s に対して，その電子メールは第一項目もしくは第二

項目のいずれかに対応することから，両項は加算演算子で

の結合になる．

式 2および式 3は，電子メールサイズの上限値無制限に

おいて，0 < σ0 < 1 および 0 < σ1 < 1 の条件下でそれぞ

れ収束する．例えば，式 2は式中にある絶対値の表記に注

意して，

C0 ={µ
− 1

σ0
0

⌈µ0⌉−1∑
s=0

(s+ 1)
1
σ0 }

− {µ
1
σ0
0

⌈µ0⌉−1∑
s=0

(s+ 1)−
1
σ0 }+ µ

1
σ0
0 ζ(

1

σ0
)

になる．式中にある関数 ζ()は，リーマンゼータ関数であ

る．リーマンゼータ関数の性質より，式 2は 1/σ0 > 1，つ

まり 0 < σ0 < 1の条件下で収束する．式 3についても同

様に示される．

4. 改良モデルと実際の頻度分布との相関

改良モデルにより生成される電子メールサイズの頻度分

布および観測データに基づく実際の頻度分布とのフィッ

ティングを行い，併せて相関係数も算出した．本論では，

教職員用での 2009年度および 2013年度，教育用での 2009

年度および 2013年度の 4つの場合をそれぞれ図 3，4，5，

6に示す．対数グラフでは表記不可である s = 0での両値

を示すために，各図の横軸は s+ 1であることに注意であ
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図 1 教職員用電子メール送信サーバにおける電子メールサイズ頻度の年度別変化．

Fig. 1 Frequency in e-mail sizes for staffs per academic year.
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図 2 教育用電子メール送信サーバにおける電子メールサイズ頻度の年度別変化．

Fig. 2 Frequency in e-mail sizes for students per academic year.

る．相関係数値および算出に用いたパラメータ値を表 1に

示す．表 1 の各相関係数値およびそれぞれに対応する図

3,4,5,6より，改良モデルは実際の頻度分布全体を説明可能

であることが分かる．

5. まとめ

電子メール送信サーバで処理された電子メールのサイズ

の頻度について，それをよりよく説明可能なモデルを提案

した．分析に用いたデータは，とある大学で運用されてい

る教職員用および主に学生が利用する教育用の 2種類の電

子メール送信サーバから得られた．それぞれの送信数は，

450万 4760通 (5年間分) および 87万 7271通 (6年間分)

である．頻度分布は，得られたデータを基に 1キロバイト

単位で集計し，教職員用での各年度および教育用での各年

度で作成された．得られた各頻度分布形は，その大きな形

としてべき則を読み取れる．

文献 [13]で提案された電子メールサイズの頻度分布モデ

ルは，言語学で研究されている 1文の長さの頻度分布を電

子メールへ拡張している．その式には，ガンマ分布に画像

やグラフのような非文情報の影響が組み込まれており，平
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表 1 相関係数値および算出に用いたパラメータ値．

Table 1 Correlation coefficients and the parameters.

年度 対応図 相関係数値 パラメータ値

教職員用 2009 年度 図 3 0.99907 a0 = 2.62547, µ0 = 1.57605, σ0 = 0.42484, a1 = 0.947001, µ1 = 38.8706, σ1 = 0.68236

教職員用 2013 年度 図 4 0.99924 a0 = 1.70517, µ0 = 2.12383, σ0 = 0.40962, a1 = 0.75421, µ1 = 23.1444, σ1 = 0.88246

教育用 2009 年度 図 5 0.99758 a0 = 0.9, µ0 = 1.2, σ0 = 0.38, a1 = 0.35, µ1 = 37.5, σ1 = 0.6

教育用 2013 年度 図 6 0.99909 a0 = 1.0, µ0 = 1.46883, σ0 = 0.36093, a1 = 0.4, µ1 = 23.2086, σ1 = 0.63113
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図 3 教職員用 2009 年度の頻度分布と改良モデルとのフィッティ

ング結果．相関係数値は 0.99907．比較対象の頻度分布は図 1

の教職員用 2009 年度の頻度分布．

Fig. 3 Fitting the model to observed data of academic year

2009 for staffs.
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図 4 教職員用 2013 年度の頻度分布と改良モデルとのフィッティ

ング結果．相関係数値は 0.99924．比較対象の頻度分布は図 1

の教職員用 2013 年度の頻度分布．

Fig. 4 Fitting the model to observed data of academic year

2013 for staffs.

文・HTML形式メールの分布領域および非文情報が添付

されている電子メールの分布領域で構成されている．その

モデルでは，べき則を説明可能であるが，電子メールサイ

ズの小さい領域での頻度分布形の説明に難がある上に，平

文・HTML形式メールの分布領域および非文情報が添付さ

れている電子メールの分布領域との繋がりに難がある．

そこで，本論ではこれらを改良したモデルを提案した．

改良モデルおよび観測データに基づく実際の頻度分布との

間で行ったフィッティングの結果を見る限り，今回提案し
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図 5 教育用 2009年度の頻度分布と改良モデルとのフィッティング

結果．相関係数値は 0.99758．比較対象の頻度分布は図 2 の

教育用 2009 年度の頻度分布．

Fig. 5 Fitting the model to observed data of academic year

2009 for students.
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図 6 教育用 2013年度の頻度分布と改良モデルとのフィッティング

結果．相関係数値は 0.99909．比較対象の頻度分布は図 2 の

教育用 2013 年度の頻度分布．

Fig. 6 Fitting the model to observed data of academic year

2013 for students.

た改良モデルは実際の頻度分布全体を説明可能である．も

し，電子メールの本文の分析もしくは電子メールヘッダの

1つであるコンテンツタイプ [14–19]の分析が可能になる

ならば，モデルは更に改良可能になる．これは今後の課題

である．
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